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分益小作制度理論の再検討

川 越 俊 彦

大 塚 啓二郎(1)

1. 序

アダムスミス 〔42〕以来,分益小作制度は社会的に望ましく

ない契約形態であると考えられてきた(2)｡ 分益小作制度の も

とでは,′ト作人の労働に対する限界報酬は,労働の限界生産物

全体の一定割合にすぎない｡そのため,小作人の労働投入への

誘因が輯われ,分益′ト作地に対する労働の過′ト投入が発生する

と想定された｡これが ｢マーシャルの非効率｣と呼ばれ,分益

小作制度批判の論拠をなすものである｡分益′ト作制度のもとで

はそうした非効率の発生が不可避であるという見解は,今なお

多くの経済学者によって支持されている.しかし後により詳し
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く検討するように,この伝統的見解は実証的根拠をもたない｡

もし労働の過′ト投入が発生するならば,分益′ト作地での収量は

自作地あるいは定額小作地の収量に比して相対的に低位にある

はずである｡にもかかわらず,過去の研究成果からそのような

事実は観察されていない｡このことは,伝統的見解の理論的普

遍性に疑問を投げかけるものである｡

マーシャル自身 〔30〕は,伝統的見解を無条件に容認してい

たわけではない｡

｢〔分益〕小作農の自由にまかしておくと-目地主の分け

前はイギリス型 〔定額′ト作制度〕のやり方に比べると,耕

作が粗放になるから減少することになる｡--･もし地主が

--′ト作農の投入する労働量も′ト作農と交渉して決めるこ

とができるとすると,地主は 〔分益〕小作農にイギリス型

の制度 〔定額小作制度〕の場合と同じく集約的に耕作させ,

自分の分け前もこれと変わらない よ うにすることができ

る--･･O (Marshall〔30;pp.644-45〕)｣.

すなわち,もし地主が′ト作人を監視することによって労働投

入を増大させうるならば,非効率は解消されうることをマーシ

ャルは的確に認織していた｡この点を経験的な資料にもとづい

て綿密に検討したのがJohnson〔26〕であり,それを理論的に

定式化したのが Cheung〔13〕である｡Cheungは,分益小
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作制度のもとでの要素配分は,競争市場において,定執小作制

度あるいは自作制度のもとでのそれと,等しく効率的になりう

ることを示した｡

しかし Cheungの単純化された理論は,分益小作契約が広

範な地域において採用されているという事実に対し,積極的な

理由を提示しない｡その後,分益小作制度の機能およびその決

定因について,相反する理論の対立が存続することとなった｡

すなわち,一方では依然として労働意欲の阻害という伝統的見

解が支持され,他方では危険分散効果等の観点から分益小作制

度の有効性が論じられている｡

そこで本稿の目的は,分益小作制度に関する主要な諸文献を

理論的に再検討し,その問題点を究明することによって,より

現実説明力のある理論-の展望を開 こ うとするものである｡

東二節では伝統的見解の理論的矛盾が解明され,第 三節 では

Cheungの理論的貢献に評価が加えられる｡続く第四節では,

分益′ト作制度の危険分散効果の意義について検討を行なうO

注(1) 東京都立大学経済学部助教授｡,

(2) Smith〔42〕は労働投入の問題よりも,分益小作制

度と過小投資の関係に関心があった.古典的諸文献に

関する主要なサーベイとして Cheung〔13〕,Jaynes

〔25〕があげられる｡

日(El

2･ 伝統的見解の諸矛盾

(1) 伝統的見解の分析的問題点

分益小作制度に関する伝統的見解 (たとえば Heady〔19〕,

Issawi〔23〕,Schickele〔40〕)では,小作人の労働投入による

最適化問題のみが考察された｡そこでは,小作人による土地借

入量の決定 ･地主の最適化行動,さらには要素市場の競争的条

件は無視された｡伝統的見解の理論的妥当性を包括的な枠組み

の中で検討するために,本論では以下のような諸仮定をもうけ

ることにする｡

(i) 多数の同質的な′ト作人と多数の同質的な地主が存在し,

土地用役,労働市場はすべて完全競争の状態にあるO

(ii) 単一の生産物が生産されており,生産関数は土地と労

働の一次同次関数で,契約形態にかかわりなく同一であるO

伝統的見解を支持する理論においても,貸金,定額地代はパ

ラメーターとして扱われており,暗に要素市場の完全性が仮定

されている｡生産関数の一次同次性は,既存の理論において常

に仮定されているわけではない｡実際問題として,分益′ト作制

度が存在するような小農社会において,著しい規模の経済性が

存在するという証拠はない｡またもし収穫逓減が支配的である

とすれば,小作人はごく少量の土地をできるだけ多数の地主か



ら借り入れることが有利となるが,実際にそのような行動がと

られることはない｡少なくとも一次同次性の仮定は,現実への

一次近似として正当化されよう｡

さらに議論の本質を損なうことなく分析を簡単化するため,

以下のような諸仮定を追加しよう｡

(i誠) ′ト作人は,分益小作契約と定額小作契約を選ぶことが

でき(I), すべて一定の総労働量LMをもつ0分益小作人,

定額Jト作人の小作地での労働をそれぞれ Ls,L,とし,も

し LL<L,i-S,rであれば,残りを賃労働すること

ができるとする｡

(iv) 小作人の土地所有はなく,労働者を雇って小作地を耕

作したり,｢又′ト作｣をすることはできない(2)0

(Ⅴ) 地主は所与の所有地を貸し付けるか,賃労働者を雇っ

て耕作し,自ら労働することはない｡

もし候定(iii)に反して総労働量が一定でないとすれば,余暇

から得られる効用を評価しなければならない｡しかしこの総労

働量一定の仮定は,不確実性の存在しない状況では議論の結果

に何ら影響を与えない｡また,賃労働の雇用機会については,

地主による雇用以外に外部市場での雇用が考えられる｡しかし

労働市場の設定と本稿の分析とは直接関係しない｡

さて,分益小作制度に関する伝統的見解では,分益小作人が
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所与の分益′ト作地HBにおいて,彼のもつ一定の粒労働量王の

制約のもとで所得を最大化する問題が分析された｡生産物価格

で評価した分益小作人の所得をYsとすれば,

ys-[1-α]F(LS,Hs)+W(三一Ls)-･ ---(1)

ただし,α,Wはそれぞれ頼争市場で決定される分益小作料比

率,賃金率,Fは土地と労働に関する一次同次の生産関数であ

るOまた LSは分益′ト作地に投入された労働量 (Ls≦L)を示

しており,右辺第二項は,残りの労働時間は賃労働者として雇

用されることを示している｡

同様に,定額′ト作人の所得を yrとすれば,

Y,-F(L,,H,)-RH,+W(i-I,,)･･････････････････(2)

Rは競争市場で決定される定額′ト作料,H,, 7･,はそれぞれ定

額小作地面積およびそこに投入される労働量を示している｡

両小作地での所得最大化問題の解の比較のために,(i),(2)

式よりそれぞれ一階の条件を求めれば,(3),(4)式が得られる｡

[1-a]Fl(Ls,HB)-W-0 ･.-- ･･ ･-･-- ･･･-･･･-･(3)

F.(L,,H,)-W-0- ･････-･--･.･-････-･r.. ... ･-･････(4)

ここでF.は労働の限界生産物であり,[1-α]Flは分益小作労

働-の限界報酬である｡ (4)式は,定額小作地における労働の

限界生産物が賃金率と等しいという完全競争均衡の条件であり,

定額′ト作制度が効率的な制度であることを示している｡しかし
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(3)式が示すように,分益小作地では限界生産物の一定割合と

賃金率とが等しい点で所得が最大化される｡このことが分益小

作地での労働の過小投入を招来することは,(3),(4)式からも

明らかであろう｡すなわち,(3),(4)式より,

[トα]Fl(LS,a)-Fl(L,,a)--･････ ･--･･- --(5)

ただし比較のために両小作地の土地面積は等しい,H,-Hs-

H,と置いている｡ここで,0<α<1であり,また収穫逓減

によりFll<0であるから,L.<L,となることはこれより直

ちに理解できよう｡

さて,仮定より小作人は分益小作契約か,あるいは定額小作

契約を結ぶか,または完全に賃金労働者として雇用されるのか

を選択することができる｡そこで賃金労働者としてのみ働くと

きに得られる所得 Ylは (6)式のようになる｡

また,分益′ト作人,定額′ト作人および賃金労働者が得る所得

Ys,Y,,Ylの間には完全競争均衡において,

YS-Y,-Yl

という関係が成立していなければならないはずである｡なぜな

ら,例えばもLY.>YL,あるいは Y,>Ylであるとすれば,

すべての小作人が賃労働よりも小作契約を望むはずである｡そ

の結果,α,R,Wが上昇し,′ト作契約から得られる所得は相対

11(1(

的に減少するであろう｡つ まり貸労働市場が存在する限り,完

全競争均衡のもとでは(7)式が成立していなければならない｡

ところが(1)式に(3)式をオイラーの式を使って代入し,(6)

式との差をとれば,

Ys-Yl-[1-α]F(Ls,Hs)-WLs

-[1-α][LsFl(LS,HB)+HBF2(LG,HB)]-WLs

-[1-a]HsF2(LB,Hs)>0,0<α<1･.･(8)

となり,均衡条件(7)式が成立していない｡このことは,伝統

的見解によるところの結論 が競争的均衡状態では成立しえない

ことを意味している｡(8)式から明らかなように,YS>Ylのも

とで,′ト作人は分益小作契約によって正の利得を得ることがで

きるから,こぞって分益′ト作地を借り入れようとするはずであ

る｡これを図で示そう (第一図参照)0(3)式で示される分益

小作労働の均衡点はf点で与えられる0分益小作地で LSだけ

労働することによってbfLsOだけの所得を得ることができるの

に対し,同じだけ賃労働を行なうとき得られる所得はcfLBOで

あるから,斜線を引いた三角形 bfcだけ,分益′ト作人は超過利

得を得ることになる(3)a

この超過利得の存在は,二つのインプリケイションをもつ｡

第一は,分益小作人はでき るかぎりより多くの土地を借り入れ,

超過利得を最大にするように行動するであろうということであ



る｡第一図を用いて表現すれば,小作人はH.を増大し[1-α]

Flを右方にシフトさせることによって,超過利得の最大化をは

かることになる｡しかしすべての小作人がそのような行動をと

れば,土地が有限な社会では分益小作地に対する超過需要が発

生してしまうであろう (Jolmson〔26〕,Newbery[31])Oこれ

が伝統的見解の第一の閉局点である｡

第二のインプリケイションは,分益小作契約と賃労働契約が

第 1図

0 Ls Lr

併存しえないことである｡超過利得が存在する限り,すべての

合理的な小作人は賃労働契約を選好することはありえない｡こ

れは伝統的見解の意味する第二の問題点である｡

第三の問題点は,分益小作契約と貸金労働契約が併存しなか

ったのと全く同様の理由によって,分益小作契約と定額小作契

約が併存できない点である｡このことを次にみてみよう｡定額

小作人の所得を示す (2)式を,分益′ト作人の所得のときと同様

に,(4),(6)式およびオイラーの式によって丑理すれば,次式

が得られる｡

Y,-Yl-(F2-R)Hr-0(4)-･--･-･･-･ ･･･-･･‥-(9)

従って,(8),(9)式より次の不等式が成立する｡

YB>Y,-Yl

(10)式は定額小作人よりも分益小作人の所得の方が大きいこ

とを示している｡このことは,′ト作人が定額小作契約よりは分

益小作契約を結ぼうとし,従って,分益′ト作が存在する限り,

定額小作は契約されないであろうことを示している｡これを再

び第-図によってみてみよう｡定額小作地 H,において,定額

′ト作人は L,まで労働を行なうo このとき定額′ト作地からの総

産出量はaeLγ0である｡ このうち定額小作料として aecだけ

地主-支払われるから,定額′ト作人の所得 Y,は ceL,0となるO

これに対して,分益′ト作人は同じ面積の分益小作地 (H.-H,)
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において,L,8だけ働いてbjLS0だけの所得を獲得し,残 りの

労働時間 (定額小作人と同じだけ働くとして) L,-Lsを賃労

働すれば,W(I,,-Ls),すなわちfeI,,Lsだけの所得を更に得

ることができるQ結局,定観小作人と同じ面積の分益小作地を

借 り入れて,定額小作人と同じだけ働いた分益小作人の所得は,

bfeL,0となる｡ ここでもまた,分益小作人は定額小作人より

も,斜線を引いた三角形 bfcの部分だけ所得が多くなるのであ

る.つまり,伝統的見解が成立する限 り,分益′ト作と定額小作

は併存し得ないと言えよう｡

以上の伝統的見解における分析的問題点は,すべて小作人の

行動に関わる同額であった｡しかし市場均衡解を求めようとす

る場合,もう一方の重要な主体である地主の行動も考慮に入れ

られなければならない｡すなわち,第四の問題点として,伝統

的見解では,地主の最適化行動が考えられていないことが指摘

される (Johnson〔26〕,Cheumg〔13〕,Newbery〔32〕)｡地主

もまたより高い所得を望むはずであるから,地主の最適化行動

もあわせて分析されなければ論理的整合性に欠ける｡このこと

を明掛 こ把握するため,再び第-図を使って地主の所得を検討

してみよう.地主が定額′ト作地から得る所得 RH,はaecであ

った｡これは自作によって得られる所得,すなわち,L,の労

働者を雇用し,得られた総産出物 aeL,0から労働者-の賃金

llくr(

WL,,(-ceL,0)を支払 った残 りと等しい｡つまり,定額小作

地から得られる地代と自作 によるところの所得は等しくaecと

なる｡これに対して,分益 小作地から得られる所得は,総産出

物 adLsOのαD/Oにあたる,adfbに過ぎない.つまり,伝統

的見解に従えば,地主の所 得は定額′ト作や自作のときよりも,

分益′ト作で貸し付けるこ とによって,bfcと defの和だけ減

少してしまうのである.従 って,土地の私的所有権が確立して

いるような社会で,所得が低いにもかかわらず,地主が浸然と

土地を分益契約で貸し続 けるとい う設定は適切ではない｡地主

の所得最大化行動については,後により詳しく検討することに

する｡

以上の議論によって,伝 統的見解の分析的問題点が明らかに

なった｡しかしながら,分 益ノト作人-の正の超過利得の存在を

是認し,均衡におけるマー シャルの非効率の発生を理論的に正

当化しようとする試みがある(BardhanandSrinivasan〔7〕,

BellandZusman〔9〕,Lucas〔28〕,Bardhan〔5〕)(5)｡ こ

れらの研究は,上記の問題 点の矛盾を何らかの設定を置くこと

によって回避しようと試み ている点で本来の伝統的見解とは異

なるOその意味で我々は, これらの研究を伝統的見解を踏襲す

る諸理論と呼ぶことにしよ う｡以下,本節後半では,これら諸

理論に共通する分析的問題 点を明らかにする｡



(2) 伝鵬 解を姑讐する謙理論の弼厚点

伝統的見解を踏襲する諸理論の検討を行なうにあたって,問

題の所在を明確に把握するために,まず本節前半で明らかにし

た伝統的見解の問題点を簡単に整理して示しておこう｡

(伝統的見解の分析的間鳳点)

① 分益小作地に対する超過需要が発生する｡

② 貸金労働は分益Jト作契約と併存し得ないo

③ 定額′ト作契約は分益′ト作契約と併存し得ない.

㊨ 地主の最適化行動が考慮されていない｡

すでに指摘したように,伝統的見解においては,分益小作人

は所与の小作地のもとで所得を最大にするよう自らの労働投入

量を決定するという問題だけが分析され,分益小作人の所得最

大化行動に土地投入量の決定が含まれていなかった (Johnson

〔26〕)｡もL/ト作人に労働投入を自由に決めさせるのな らば,

土地投入量も自由に決めさせるのでなければ,モデルの論理的

整合性に欠ける｡

伝統的見解を踏重しつつ,この点に着目して,最初に一般均

衡モデルの構築を試みたのが Bardhan and Srinivasan〔7〕

である (以下では B-Sと呼ぶ)aB-Sモデルでは,個々の経

済主体にとって αや W は市場で決定される外生変数とされて

おり,競争的モデルであると言える｡ B-Sは伝統的モデルの

≪ヽ-⊥≫ 屯相与監事鶴酎溝Q粧食塩

拡張として,分益′ト作人と地主による最適土地投入の決定を組

み入れ,また第三の問題点を回避するために定額小作契約をモ

デルから除外した｡

そこで,小作人に分益小作地の投入の決定を認めさせるとい

うB-Sモデルの設定を図によってみてみよう (第二図参照)0

第二図では横軸に土地投入量,縦軸に土地の限界生産物がとら

れている｡この場合分益小作人の所得は,例えば土地投入量が

H*であったとすれば aegbとなるOそこでもし′ト作人が土地

投入量を自由に決められるとすれば,彼の所得が最大となるの

はHoまで土地を没入するときであり,そのときの所得はaHob

となる｡つまり,α<1とすれば,ノト作人の最適化条件は土地の

限界生産物がゼロとなる点であることがわかる(6)0 Johnson

〔26〕や Newbery〔31〕 が指摘したように, 土地が希少な経

済で限界生産物がゼロのところまで土地が需要されるとすれば

超過需要の発生が不可避であろう｡競争的市場均衡が成立する

とは考え難い｡

この批判を認め,B-S以降のモデルでは,分益小作人による

土地投入量の決定という条件が削除されている (Bardhan〔5〕,

BellandZusman〔9〕,Lucas〔28〕)aLかしその根拠は明ら

かでない｡小作人は多数の地主から土地を借りることによって,

所与の価格パラメーターに応じて自由に土地投入量を決定でき

11くii



るはずであるOそれができないとすれば,地主が所与の小作料

率で貸し付けを拒否する場合であろう｡もしそれが不完全競争

の仮定に基づくものであれば,Lucas〔28〕や Bardham〔5〕の

ようにαを個々の経済主体にとって所与であると仮定すること

は,モデルとしての整合性に欠ける(7)｡ 伝統的見解を支持す

る諸理論は,小作人の土地投入の決定に関する定式化が不適切

であるという欠陥をはらんでいると言えよう｡

7中○

次に第四の問題点,すなわち地主の最適化行動を考慮に入れ

て分析を進めよう｡再び第二図を使って地主に分益小作地での

貸付量を決定 させるとどうなるかをみてみよう｡分益小作地か

らの地主の所得は,分益小作労働所与のもとで,土地からの限

界報酬 αF2(bH.直線)と横軸の土地投入量とで閉まれる面積

部分となる｡従 って地主の土地に対する最適化は,分益小作人

が労働を過小投入したのと同様の理由で,分益小作地の限界生

産物の一定割合 と定額小作料 (-Oc)を等しくすることで達成

され,土地貸付量は Liとなる｡ このとき地主の所得はbfho
であり,通常の地代報酬 cfhoよりもbfcだけの正の超過利

得が生じる｡

伝統的見解およびそれを踏襲する諸理論は,分益小作人に正

の超過利得 (第-図の bfc)の発生を認める立場であった｡そ

れでは同一の分益′ト作地において,小作人の正の超過利得と地

主の正の超過利得 (第二図の bfc)の発生を同時に成立させう

るのであろうか｡結論は否である｡なぜなら一次同次の生産関

数のもとで完全競争が成立すjlば,生産物は各要素に分配し尽

されるはずであ り,すべての投入要素 (ここでは土地と労働)

が同時に正の超過利得を獲得することはできないからである｡

このことは次のように考えることによって直感的に理解できる

であろう｡すなわち,すでに述べたように第-図のbfcは小作



人が労働投入を社会的に最適な水準以下におさえることにより,

地主を搾取することを示していた｡それと全く同じく,第二図

のbfcは地主が土地の提供を最適水準以下におさえて小作人を

搾取することを示している｡両者が同時に相手を搾取すること

はできない｡従って両者の最適化行動は同時に成立しない｡こ

の矛盾を解消するためには,収穫逓減型の生産関数を仮定する

か,あるいは定額′ト作制度をモデルの都合上排除せざるを得な

いのである｡ 13-S とLucasでは定額′ト作契約がモデルから

排除されている(8)｡ こうしたモデル上の便宜から定額小作制

度を排除することは,理論の現実妥当性を著しく損なうことと

なる｡

結局,マーシャルの非効率を認める伝統的立場に固執する限

り,重大な論理的矛盾に直面せざるを得ないと言えよう｡

(3) 伝統的見解と実証的事実

伝統的見解は,理論的欠陥を有するばかりでなく,事実によ

って支持されない｡もし伝統的見解が妥当するとすれば,分益

小作地における土地生産性,労働-土地比率は,相対的に低位

にあるはずである｡第一図を用いて示せば,同一の土地投入量

に対して分益小作地での生産量は adLsOとなり,定額小作地

および自作地では aeL,0となる｡前者は後者よりdeL,LSだ

≪ヽ-⊥ ≫ 松柏与監置鶴田滞Q惟潜在

け生産量が少ないOまた,労働投入の面でもL,-L.だけの相

違が発生する｡現実にはαは通常50D/Oの水準にあるから,土地

生産性と労働投入の差は無視できるものではなかろう｡

にもかかわらず,数多くの実証研究が有意な格差のないこと

を明らかにして いる｡第 1表には,これら多くの実証研究のう

ちから主要なもののいくつかを示しておいた(9)｡ 調査地はフ

ィリピン,イン ドネシア,マレーシア,インドおよびバングラ

デシュのアジア諸国であるが,これらの地域において定額′ト作

地,自作地と,分益小作地の間で土地生産性に有意な差は観察

されないo

もちろんこれ らの研究結果から,伝統的見解を否定しさるこ

とは危険であろ う｡しかし,伝統的見解が想定している状況が,

多くの場合,妥 当していないと結論することは許されようo

注(1) この仮定は,同一の小作人が定額小作契約と分益小

作契約 を同時に結べることを排除するものではなく,

単に議論を単純化するためであるo

(2)伝統 的見解が成立する場合には,文小作や賃労働の

雇用によって小作人に利益が生じてしまうことは注意

を要す る｡

(3) もし生産関数に収穫逓増部分と逓減部分が存在すれ

ば,分益小作労働に超過利得が発生しない可能性はあ

1斗jl
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第1表 分益 ･定額′ト作地 (自作地)における土地生産性比較 (水稲)

調 査 地 L分益小作地 l定額小作地 1 自 作地
7 イリピソ

全 国 平 均

中部 ル ソソ Bulacan

多 く冨:i3･三a
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S I
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マレーシア

西 マレーシ7
(pKee,dl;Sh
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′O

LL?
5
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9

1

3

.l

つん
3

一
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0ノ
0
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2.8
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(単位 ル ピー/ha)

2(刀 I 2211

(単位 maunds/acre)

(単位 :トン仲&)

資料出所 l調 査 年

Ruttan〔39〕

Ruttan〔39〕

MangallaSetal.〔29〕

HayamiandKikuchi〔18〕

HayamiandKikuchi〔18〕

HayamiandKikuchi〔18〕

HayamiandKikuchi〔18〕

Huang〔22〕

Huang〔22〕

Bell〔8〕

Hossain〔20〕

Hossain〔20〕

Jabbar〔24〕

る｡

(4) 定額小作料率Rは競争市場で決定されるから,F｡-
Rが成立 しているO

1962

1963164

I972-73

1976

1977

1978

1979

1967

1972

1971

1973-74

I973-74

1973-74

(5) ここでい う均衡 とは,必ず しも完全競争均衡を指す

ものではない｡ Bardhan andSrinivasan〔7〕 と

Lucas〔28〕ほ完全競争均衡モデル,BellandZusman



〔9〕と Bardhan〔5〕 は経営能力, 役牛, 信用等の

市場における不完全競争を含むモデルである｡

(6) 数式で示せば最適化条件は,

[1-α]F2(Ls,HB)-0

である｡従って等号が成立するのは α< Ⅰ のもとで

F2-0 のときのみである.

(7) BellandZusman〔9〕は交渉を伴うモデルであり,

αは内生変数である｡従ってこの批判は当たらない｡

Bardhan〔6〕ではケイソズ的不均衡動学の考え方 を

導入し, αが所与であるにもかかわらず小作人が Hs

を決定できない理由を示唆しているが,厳密な証明は

なされていない｡

(8) Bardhan 〔5〕では定斬小作契約がモデルに含まれ

ているが,分益小作人は定額小作契約で土地を借りら

れないと仮定しており,分析的には事実上定額小作契

約を排除したのと同じことになる｡

(9) 直接,収量比較は行なっていないが,実証的に両小

作地の生産性に格差のないことを支持する研究として,

Johnson l26], Cheung l13], Binswangerand

Rozenzwig〔10〕等がある｡

3 効率的分益小作制度理論

(1) CheurLgの基本モデル

≪ヽ -⊥≫ 奄相与監置雌鮮輩Q粧磐寵

Jolmson〔26〕 は,分益′J､作制度下で発生しうる小作労働の

過小投入を防止するための具体的方策として,地主が小作人に

労働義務を課し,もしそれが遵守されない場合には再契約を結

ばないという契約方法を提起した｡この考え方をより厳密な理

請-と発展させたのが,Cheung〔13;2章〕である｡

Cheungの理論は,Coaseの定理 〔14〕の応用である (Hsiao

〔21〕,Roumasset〔38〕)｡もし現実の小作契約にお い て,契

約のための交渉やその履行の監視等にほとんど費用がかからず,

かつまた土地の私的所有権が確立しているならば,地主と小作

人の交渉によってパレー ト最適な状態が実現されるであろう｡

伝統的見解において厚生損失が発生するのは,分益小作人が超

過利得を獲得するためである｡′J､作人間の自由競争を前提とす

れば,地主は小作人との交渉を通じて労働投入を決定し,超過

利得を払拭できるはずである｡すなわち,任意の分益小作地に

おいて′ト作人が獲得するであろう所得と彼が賃金労働者として

働いたならば得られるであろう機会貸金所得との均衡,

ll-a]F(Ls,H.)-WLs･･･-･,･ ･--･･-･.･････ ･･････(ll)

が成立する｡(ll)式が成立する限 り,前節で指摘された伝統的

見解の問題点①-⑧は生 じない｡

このことを第三図を用いてみてみようOもL小作人がbfc(料

線を引いた三角形)だけの超過利得を獲得できるのであれば,

11コ吊



分益′ト作契約を望む′ト作人の超過供給が発生する｡そのとき地

主が′ト作人との交渉によって エ*だけの労働を提供する義務を

課したらどうであろうか｡小作人はそれによって fgL*Lの追

加的所得を獲得するが,それは賃労働から得られる所得feL*L

よりfeg(影をつけた三角形)だけ少ない｡しかレト作人にと

っては,bfcがfegより大きい限り,この契約を受け入れるこ

1中El

とが有利である｡最終的には,′ト作人の競争によって土地 ･労

働比率が変化 し,超過利得が消滅する契約が成立するはずであ

る｡そうした分益ノト作労働市場の競争均衡の条件が,(ll)式で

ある｡すなわち,(ll)式の左辺が第三図の∂g上.*0に相当し,

右辺がreL*0に相当することは直ちに理解できよう｡

結局,Cheungのモデルにおいて,地主は(ll)式と土地所有

主(a)の制約のもとで,α,L.,HBを選択変数として自己の所

得を最大化する.今,地主の所得をyとすれば,

y=αF(LS,Hs)+R(a-He)･. ･川棚--.･-･･････(12)

これより一階の条件は次のように整理される｡

Fl(LR,Hs)-W

F2(Ls,Hs)-R .･････ ･･･ ･･････.･ ･---･ ･･-.･- ･=･･.･･(14)

α=HBF2(LB,H.)/F - ･･---･- ---I.-I-- ･･-(15)

(13)と(14)式より,限界代替率と要素価格比率の均等が成立

しており,Cheungのモデルではパレート最適な状態が実現さ

れるO(15)式は土地の要素分配率 (-分益小作料率)が生産弾

力性に等しい という競争均衡の条件である｡

しかしCheungのモデルには,地主がαやL.を決定すると

いう想定のために,地主が独占力を有するモデルであるという

批判がしばしばなされている (秋野〔4〕,BardhanandSrini-

vasan〔7〕,福井〔15〕,Lucas〔28〕,Reid〔37〕)Oかかる批判



は的を得ていない｡このことを端的に示すためには,逆の間膚

を考えれば良いOつまり分益小作人に,地主が超過利得を獲得

しないという制約のもとで (すなわち,αF=RH),′ト作料率,

土地 ･労働投入を自由に選択させ所得を最大化させるのであるO

′ト作人に自由裁量を許したにもかかわらず,前と同じ結果が補

られることは明らかである｡この場合小作人が独占力を有して

いるわけではないo要するに, αや Lsが競争市場で決定され

るとし,多数の地主と小作人が同時に所得を最大化する間題は,

一人の地主 (小作人)がαや L.を選択変数 として′ト作人 (地

主)の超過利得ゼロの制約のもとで,自己の所得を最大化する

という閥題と形式的に同じである (Reid〔37〕)｡

更にこのことは以下のように考えることによって,より明確

に理解しうるであろう｡すなわち,任意の分益小作地における

地主の行動を考える｡(ll)式を書きかえることによって次式が

得られる｡

aF(L,H)-F(L,H)-WL･ ････-I-････ ･･･ .･･-･-･･(15)

左辺は分益′ト作地からの報酬であり,右辺は耕作地主にとっ

ての自作地からの報酬と形式的に同じである｡もし左辺が右辺

より小さければ,地主は分益小作契約を結ばないであろう｡分

益小作制度が存在するためには,αやⅣが市場で調整され,等

号が成立しなければならない｡耕作地主の自作地からの所得は,

≪ヽ-i-≫ 虫絹子監宰髄散溝St件餐蕊

土地-の競争下での報酬であるから,Cheungモデルの地主は

αや L.を変化させることによって,辛うじて溌争的所得を獲

得できるにすぎない｡

Cheungモデ/レの貢献は,分益小作地の生産効率が,定額小

作地と地主の自作地の生産効率と等しくなりうることを証明し

たことである｡契約に伴う取引費用が無視しうるならば,伝統

的見解は完全競争のもとでは成立 しない｡裏返して言えば,

均衡では三つの契約形鰍ま実際上同一の契約となる｡しか し

Cheungのモデルを,その取引費用に関する仮定が非現実的で

あるとして批判するのは誤りである｡Cheungモデルの真の意

義は,小作契約における取引費用の役割を明らかにし,より現

実的な方向での理論的発展の布石を打ったことである｡

現実的状況における Cheungモデルの問題点は,′ト作人が

実際に契約を履行するか否かという点である｡CheungやReid

〔36〕が実証的事実として指摘するように,実際に地主が契約時

において労働義務を課したとしても,監視が不完全な場合には,

小作人は伝統的見解が想定したように,小作人にとっての最適

点 (辛-図のLs)-と移行しようとするであろうoつまり,Jト

作人にとっては常に仕事を怠ける誘因が存在する｡Clleung自

身は,現実には分益小作制度は最も取引費用のかかる契約形態

であると規定し,その存在理由を生産に付随するリスクの分散
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≪ヽ-⊥≫ 虫絹与と宰磯困亜Q壮磐恵

効果に求めた｡この点については,第四節で検討することにす

る｡

(2) 費用分担の理論

Heady〔19〕とJolmson〔26〕は,地主が生産物を分け合う

のと同じ率で要素費用を分担して負担すれば,分益′ト作人の所

得最大化行動が自動的に最適要素投入をもたらす可能性のある

ことを示唆した｡これを理論的に定式化したのが Adamsand

R礼sk〔1〕である｡ 以下ではまず費用分担の理論の骨子を明ら

かにし,､続いてその論理的矛盾について検討しよう｡

生産関数は土地と労働ばかりでなく,多数の要素を含むもの

とする｡ただし議論を簡単化するために,土地以外の要素をひ

とまとめにして "複合要素"とし,それをJと定義することに

しよう｡もレト作人が複合要素Jの費用をすべて負担するとす

れば,伝統的見解が成立し過小投入が発生する危険がある｡そ

こで,地主が分益小作料率αと同じ割合で要素費用を負担する

としよう｡すると′ト作人にとっては要素費用がαD/O下落したの

と同じことになる｡小作人にとっての限界報酬は[1-α]∂F/∂I

であり,そのための限界的費用は[1-α〕P(ただしPは複合

要素の価格)となるから,小作人の所得最大化のための必要条

件は∂F/∂Z-PとなるOこれは最適な資源配分の条件に他なら

1中1く

ない0

第四囲は,複合要素の我人と限界報酬の関係を示している｡

費用分担が成立している場合の′ト作人の単位当たり要素費用

[1-α]Pと,限界報酬 ⊂1- α]∂F/∂Iとの均等は,e点で達成

される｡そのときの要素我人量∫*は,社会的最適量に等しい｡

実質上′ト作人は収入に関 してαD/0`̀租税"をかけられ,費用に

関してα%"補助金"を支給されることと同じになり,資源配

分に歪みは生じない｡

AdamsandRaskは,果たして地主にとって費用分担を実

施する誘因があるか否か を問題にした｡彼らは伝統的見解を支

持する立場から,費用分劫のない場合の均衡要素投入量は図中
′ヽ

のJであると考えた｡そ の際の地主の所得はαg舶 で示される｡

それに対して地主が費用 を負担する とすれば,地主の純所得

は小作地からの粗収入afebから費用負担分cfedを差し引いた

ものとなる.つまり費用分担の実施は,地主にとって粗収入の

増加というプラス面と新 たな費用負担というマイナスの両面を

もつ｡AdamsandRask は,地主が費用分掛 こよって利益を

得るか否かは理論的に断 定Lがたいと結論した(1)0

Scott〔41〕は,AdamsandRask の結論に批判を加えた｡

上述の議論では小作料率 αが費用分世の有無にかかわらず一定

とされたのに対し,Scottは地主が費用分担の代償としてαを



引き上げるケースを検討した｡費用分担が成立しない場合に厚

生損失が発生しているのであれば,地主,小作人双方の所得を

同時に高めることは理論的に可能である｡Scottは,αを上罪

させることによって両者の所得が高まりうることを示した(2).

生産物の分益率と同率での費用分担は,多くの生産要素につ

いて実際に実施されている (たとえばMangahaset.al.〔29〕

参照)｡しかしながら,すべての要素について費用が分担 され

ているわけではなく,とりわけ小作労働自体については費用が

分担されるケースはない｡Scott理論に従えば,地主と小作人

は両者にとっての所得向上の機会を活用していないことになる｡

彼は,費用分担が不完全にしか実施されていない原因をある種

の農民の非合理性に求めた｡

しかし,この主張は不適切である｡そのことを例証するため

に,小作労働の費用分担について考えてみよう｡′ト作労働の費

用は,費用分担の理論において明示的に考察されることはなか

った｡しかし,′ト作労働があくまで土地以外の生産要素の主要

な構成要素であることに疑いはない(3)｡ 上述の費用分担理論

の仮定では,地主が労働投入に比例して小作料を一部免除する

か,あるいは直接小作人に支払いをしないかぎリ,′ト作労働の

過小投入が不可避である｡Cheung理論から類推すれば,この

ことは地主が小作労働を直接観察できないことを意味する｡こ

のような状況において,小作労働の費用分担が成立すれば,自

己の利益を追求する′ト作人はどのような行動をとるであろうか｡

小作人はできるかぎり過大に労働投入を報告し,実際の労働を

過小投入することによって,自己の所得を最大化しようとする

であろう｡小作労働の費用分担は,小作人の "不正"のために

地主にとって余計な費用を伴う｡つまり小作労働の監視費用が

7中中
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高いとすれば,合理的な地主は小作労働費の一部を負担すると

いう行動はとらない｡それと全く同様にして,地主の監視の目

の届かない要素の費用分担は,効率的な資源配分を保証しない｡

費用分担制度が効率的資源配分をもたらすためには,地主が

実際の要素投入量に比例して費用を負担するのでなければなら

ない｡地主の要素投入量についての情報が不完全な場合には,

′ト作人はそれを利用して所得を高めうる｡費用分担制度が最適

な資源配分をもたらすための必要条件は,地主にとっての要素

投入の監視費用がきわめて低いことである｡AdamsandRask,

Scottを含めて従来の費用分担の理論は, この点を見落として

いたo

Lかしそもそも地主にとっての監視費用が無視できるほど低

いとすれば,費用を分担して最適な姿源配分を達成するメリッ

トはない｡Cheungの効率的分益小作制度理論の設定と同じよ

うに,地主は事前に小作人に最適な要素投入量を指定し,それ

を履行させればよい｡Boxley〔11〕が主張するように,"費用分

担は経済的効率性にとって必要ではない｡"ことになる(4)｡

さらに,要素投入の監視費用が無視しうるものでない場合に

は,地主の合理的選択は費用分担つきの分益契約ではなく,定

額小作契約である｡この場合にも,費用分担の経済的意義は見

出しがたい｡

1斗】r(

それではいかなる理由によって,費用分担が実際に行なわれ

ているのであろうか｡これまでのところ,費用分担の実態に関

する実証研究は皆無に近い｡しかしながら,どのような生産要

素がいかなる状況において費用分担されているかを明らかにし,

費用分担の真の機能を解明することは,分益小作制度論におけ

る重要な研究課題の一つであろう｡

注(1) この点に関する AdamsandRask〔1〕 の園によ

る説明は,余りにも煩雑である.Gisser〔16〕は,コ

プダグラス型の生産関数を仮定することによって,紘

るかに簡便な説明が可能であるというコメソトを提示

したoそれに対して Adamsand又ask〔2〕 は,皮

論を加えていない｡

(2) Scottは,この点を一般的な形で厳密に証明したの

ではなく,線形の限界生産物曲線の仮定のもとで立証

したにすぎないo Adamsand又ask〔3〕は, Scott

の理論的批判を全面的に認めている｡

(3) いずれの費用分担の理論においても,費用分担の対

象は可変費用であると定義されており,小作労働につ

いての扱いは明示的に議論されていない｡しかし,小

作労働が可変費の一部であることに疑問の余地はないO

費用分担がなきれるとすれば,それは代春的雇用賃金

に依有したものになろう｡



(4) B叱Iey〔11]の主掛 t,Cheung〔13〕の単純な理

論のやきなおしにすぎないoKin 〔27〕は, Boxley

に対し批判を展開したが,その論拠は伝統的見解の正

当性に基づくものであり,容認することはできないo

Boxley〔12〕 の再批判は,基本的に本論の立場と同

一である｡

4 分益小作制度の危険分散(RiskSharing)効果

現実の世界では契約の取引費用が,ゼロということはありえ

ない｡分益小作契約では,まず事前に,要素投入の決定に交渉

が行なわれなければならない｡さらにその履行の監視に費用が

かかる｡

Cheung〔IB;4華〕は,｢分益′ト作契約は,定額小作契約や

賃労働契約より全体として取引費用がよりかかる｡(67頁)｣と

考えた｡にもかかわらず分益小作契約が広範に行なわれている

のは,分益制度によるリスクの分散効果にある,という仮説を

提起した｡

天候等の影響で収量が変動するとき,定額小作制では変動の

全てのリスクを小作人が負担し,貿労働契約では逆に地主が全

てのリスクを負担する｡分益小作制にあっては,収穫量の分け

前に応じてリスクを分割できる利点がある｡Cheungは,｢分
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益′J,作制度は地主と小作人の双方によって選好されるであろう｡

(68頁)｣と推論したく1)｡しかし,Cheungの主脚 こ対して,一

つの反論が存在する｡それは,定額小作契約と賃労働契約の組

み合わせによっても,全く同一の危険分散が達成されるという

ことである (Stiglitz〔43〕,Newbery〔32,33〕,Reid〔37〕)D

以下でこの点 を考察しよう｡

仮定として,取引費用はゼロであるとし,生産の非効率は発

生しないとす る｡いま′ト作人が,小作料率αで一単位の土地を

地主から借りて耕作しているとしよう｡すると小作人は(1-α)

0/Dだけの,地主はαC'/oだけのリスクを引き受けることになるO

そこでもしこの土地を(I-α)対αの比率で分割し,小作人が

(1-α)単位の土地を定額契約で借り,残りのα単位の土地で

は地主の雇用労働者として働いたとしよう｡小作人 と地主は

この状態においても,やはりそれぞれ (1-α)0/OとαD/Oのリス

クを負担することになる｡以下では基本的に Newberyand

Stiglitz〔36コに従って,その証明を考えてみよう｡

生産関数は一次同次であると仮定すると,分益′ト作人の所得

は次式で示される｡

(1-α)F(L,1,0)-F((1-a)i,(11α),0)･･.･･････(16)

ここで仮定によりH-1であり,Cは天候状態等の外生的に

与えられる確率的状態変数であるO素争均衡を仮定すれば,不

lVii
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確実性が存在しない場合と同じように,次式が成立する(New-

bery[35〕)｡

R
α-す -1--堅 一･- ･･.I-- -･-･･-･･･ ･････-(17)F

このとき小作人が (ト α)単位の土地を定額契約で借り,残

りの土地では賃金労働者として働くとすると,′J､作人の所得は

(17)式を用いて以下のように変換できる.

[F((I-α)L,(トーa),e)-(i-α)RH]+WaL

-(1-α)F(L,I,0)- ‥-- -･-I-- ･-･･- .････････(18)

(16)式と(18)式で示される′ト作人の所得は同一である.同様

にして,地主の所得も全く同一であることが証明できる｡′J､作

人,地主とも,定額′ト作契約と賃労働契約を組み合わせること

によって,分益′ト作契約と同じ危険分散を実現できる｡従って,

もし Cheungの言うように分益小作契約に伴う取引費用が実

際に高いとすれば,リスクが存在するとき分益′ト作契約を選好

する理由はない｡

しかしながら,果たして取引費用の面で分益小作契約は相対

的に望ましくないのであろうか｡Cheungは,分益契約におい

て取引費用が高いことの基本的理由は,小作人が労働を過小投

入しようとする誘因にあるとした｡しかしこの論理をつきつめ

れば,取引費用が最もかかるのは賃労働契約である｡なぜなら

1r(0

ば,事前に一定の賃金支払いが確約されるとき,賃金以外の労

働投入-の誘因が存在しない限り,賃金労働者にとっては労働

を一切投入しないことが最適である｡つまり,過小労働-の誘

因はより強い｡その時の地主の監視費用が,分益小作労働の監

視費用より高くなることは十分予想できる｡その場合には,取

引費用は定額で最も低く,その次に分益,そして賃労働におい

て最も高くなろう｡結局,小作人にとって危険負担の最も小さ

い賃労働は,最も取引費用のかかる契約であり,反対に定額契

約は小作人の危険負担は最も大きいが取引費用は低くてすむ契

約である｡また分益契約は両側面において中間に位置づけられ

る｡従って,現実にいずれの契約が選ばれるかは,取引費用と

危険分散の相対的関係に依存する問題であろう(2)0

注(I) Sutinen〔44〕は, 生産物を分け合うことが危険回

避的な地主と小作人の効用を高めるうえで,有効であ

ることを数学モデルにi:って証明した｡またBardhan

〔6〕,Huang〔22〕,Cheung〔13〕は,生産の不確実性

の大きい地域で,分益小作制度が採用されることを実

証的に示した｡しかし Rao〔35〕の重要な研究では,

逆の事実が発見されている｡

(2) 詳細な議論については,HayamiandKikuchi〔18;

pp.3ト32〕,NewberyandStiglitz〔34〕,Reid〔37〕,



Stiglitzl〔43〕を参照せよ0

5 轄 括

分益′ト作制度に関する伝統的見解が,多くの場合実証的観察

事実に一致しないだけでなく,数々の分析的問題点をも内包し

ていることが明らかになった｡また伝統的見解を踏襲しつつ,

その問題点を回避しようとする試みも,いくつかの自己矛盾に

直面せざるを得ないことが示された｡これをもって伝統的見解

およびそれを頼襲する諸理論を完全に否定しさるものではない｡

しかし,これらの理論が,現実の分益小作制度の機能と実態を

十分に説明できないと結論づけることはできるであろう｡

更に,我々は Chellngの効率約分益′ト作制度理論に注目し

た｡それによれば分益小作制度は定額′ト作制度や自作制度と等

しく効率的になりうる｡そしてこの結論は多くの実証的観察事

実と符合するo LかL Cheungの単純化された理論では,分

益′ト作制度があえて選択される積極的理由を明らかにしない｡

そこでCheungは,生産に伴うリスクをモデルの設定に組み入

れ,契約形鱒の選択は地主と′ト作人のリスク負担の分散と交渉

に要する取引費用との関係に依存するという仮説を振起した｡

しかしながら,第四節で検討したように,分益′ト作契約のもと

での取引費用が最も高いとした点でCheungは論理的な誤りを
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犯した｡.もし危険分散が実際に小作契約の適択において重要な

役割を果たしているとすれば,地主がより多くの1)スクを負担

するとともに,取引費用が減少するという関係がなければなら

ない｡さもなければ,不確実性のある状態において,様々な小

作契約が併存することを説明できない｡リスクと取引費用の相

互関係に基づく,分益′ト作制度論の理論的,実証的究明は,今

後に残された大きな課題である｡

言うまでもなく,リスクという要因以外にも,分益小作制度

と密接な関係を有する要因がいくつか考えられる｡本稿では,

それらについて触れることができなかったが,分益′ト作制度の

合理性を支持する立場から,既存の小作制度理論で検討が試み

られているいくつかのより現実的と思われる諸仮定を列挙して

おこう｡(a)′ト作人の経営 (生産)能力が異なり,能力につい

ての情報が不完全である (Hallagan〔17〕)0(b)企業家能九

信用,役畜の市場が不完全である (Bardhan〔5,6〕,Belland

Zusman〔9〕,Jaynes〔25〕),(C)雇用労働市場に失業や賃金

の不確実性が存在する (Bardhan〔5,6〕,Newbery〔32,33〕,

NewberyandStiglitz〔34〕),しか しながら,これらの研究

は分益′ト作制度の特定の側面に焦点をあてたものにすぎない0

分益′ト作制度理論をより環実説明力のあるものとするために

は,リスクの役割を考慮するとともに,上述したような諸仮定

1r(1
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を分析の枠組みの中に導入し,その実柾的重要性が検証されな

ければならないであろう｡その際,いたずらに理絵を複軌 こす

るのではなく,より単純な枠組みのなかで,より包括的な説明

力をもった理論を構築することが肝要であることは首を侯たな

い｡そのためには,理論的研究の発展のみならず,多くの実証

的研究の果横が必要であることを最後に強調しておきたい｡

〔鎮蘇〕 本稿の作成にあたっては,草稿の早い段階で,東京

都立大学速水佑次郎教授,同大学院村上直樹氏,東京大学伊藤

元垂助教授,同大学福井清一氏から,有益なコメントを戴いた｡

また表の作成においては,当研究所研究員 (現 IRRI)菊地

泉夫氏に負うところが大きい｡深謝の意を表わしたい｡
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